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予算編成に当たって 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

令和２年に発生した新型コロナウイルス感染症は未だ収束せず、物価高騰等

も相まって、市民生活に大きな影響を与えており、このコロナ禍により、生活

困窮者が顕在化したところです。 

令和５年度当初予算の編成に当たっては、すべての市民の皆さんに明るい光

をお届けすることが行政の要諦との基本に立ち返り、昨年度に続き、「誰ひと

り取り残さない、持続可能な未来都市」を主題に掲げ、福祉施策の更なる充実

を図っております。 

また、ロシアのウクライナ侵攻などの世界情勢の変化により、エネルギーセ

キュリティが注目され、また、地球温暖化防止も喫緊の課題となっています。

伊那市では「伊那から減らそうＣＯ２‼」事業を全国の自治体に先駆けて実施

しており、木質ペレットなどのバイオマスエネルギーの利用をさらに進めると

ともに、地域内での食料や水、エネルギーの自給自足を目指す取り組みを進め

る必要があります。 

一方、令和４年の人口動態においては、伊那市の社会増減は増加しているも

のの、東京への一極集中が再加速しているため、安全安心なまちづくりを進め

ながら、移住定住の取り組みの強化が求められるところであります。 

 

このような背景を踏まえ、令和５年度予算では、子育て世帯の負担軽減を図

るための「保育園の副食費の完全無償化」や、高齢者等を支援するための「市

街地デジタルタクシーの本格運行」、「高齢者等暮らしいきいき応援券」の対

象共通化による利便性の向上など、福祉施策の充実を図っております。 

さらに、再生可能エネルギー設備の設置補助や、産学官連携拠点施設

「inadani sees」を核とした農林業の振興、市内に住宅を取得する方に対して

最大150万円を補助する「いな住まいる補助金」の創設、戸草ダムの建設再開

を含めた要望などの三峰川総合開発事業の促進、幹線道路の整備促進などの施

策を中心に予算を計上いたしました。 

 

引き続き、持続的な行政運営に向け、行財政改革による財政の健全化に取り

組みながら、「ひとに、地球にやさしい、しあわせのまち」を目指して施策を

実施してまいりますので、引き続き御協力をお願い申し上げます。 
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令 和 ５ 年 度 当 初 予 算 

  

 

  〔予算規模〕 

   １ 一般会計       ３６７億５，５００万円 

              ４年６月補正後 ３８８億４，７７０万円 

              （６月補正後比  ２０億９，２７０万円減） 
                            （５．４％減） 
 
              ４年度予算   ３５８億４，５００万円（骨格予算） 
              （前年度予算比   ９億１，０００万円増） 

                            （２．５％増） 

 

   ２ 特別会計 〔９会計〕 １５８億８，３２５万円 

              ４年６月補正後 １４９億７，９６３万円 

              （６月補正後比   ９億  ３６２万円増） 
                             （６．０％増） 
 
              ４年度予算   １４９億３，４４８万円（骨格予算） 
              （前年度予算比   ９億４，８７７万円増） 

                            （６．４％増） 
      ※特別会計には、藤沢・北原・長藤の各財産区特別会計を含めています。 

 

   ３ 企業会計 〔３会計〕  ８８億９，１６０万円 

              ４年６月補正後  ８９億４，７２５万円 

              （６月補正後比     ５，５６５万円減） 
                             （０．６％減） 
 
              ４年度予算    ８９億３，９９０万円（骨格予算） 
              （前年度予算比     ４，８３０万円減） 

                            （０．５％減） 

 

 

   ４ 全 会 計       ６１５億２，９８５万円 

              ４年６月補正後 ６２７億７，４５８万円 
              （６月補正後比  １２億４，４７３万円減） 
                             （２．０％減） 
 
              ４年度予算   ５９７億１，９３８万円（骨格予算） 

              （前年度予算比  １８億１，０４７万円増） 

                            （３．０％増） 
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伊那市令和５年度一般会計当初予算案

　　※平成26、30年度及び令和４年度は、当初が骨格予算だったため、６月補正予算（肉付け予算）を加算して記載しています。

地方交付税

10,368

28.2%

市 税
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23.9%

国庫支出金
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民生費

8,632

23.5%

総務費

7,679

20.9%

衛生費

5,108

13.9%

土木費

3,703

10.1%

公債費

3,629

9.9%

教育費

3,062

8.3%

農林水産業費

1,869

5.1%

商工費

1,759

4.8%

消防費

1,000

2.7%

その他

314

0.8%

歳出合計
（目的別）

３６，７５５百万円

（単位 百万円）

前年度比5.4％減

補助費等

6,646

18.1%

人件費

6,329

17.2%

扶助費

5,089

13.8%

物件費

4,153

11.3%

普通建設事業費

3,976

10.8%

公債費

3,629

9.9%

繰出金

2,742

7.5%

貸付金

756

2.0%
その他

3,435

9.4%

歳出合計

(性質別）

（単位 百万円）

３６，７５５百万円

前年度比5.4％減
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○　財政指標等

　　令和５年度における財政指標等

市債残高 単位：千円

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末

残高 残高見込額 起債見込額 元金償還額 増減額 残高見込額

一般会計（臨財債除く） 17,421,219 17,242,755 1,770,300 2,516,398 △ 746,098 16,496,657

臨時財政対策債 12,888,870 12,247,891 140,000 1,036,442 △ 896,442 11,351,449

　　　一般会計　計 30,310,089 29,490,646 1,910,300 3,552,840 △ 1,642,540 27,848,106

基金残高 単位：千円

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末

残高 残高見込額 残高見込額

5,750,353 5,296,136 5,011,238

1,170,719 1,172,545 1,172,545

1,947,037 1,905,711 1,989,808

880,871 628,815 117,896

7,742,744 8,839,747 9,367,398

100,279 50,870 26,475

219,167 194,825 131,329

3,889,631 4,175,630 3,987,270

21,700,801 22,264,279 21,803,959

主な財政指標等

平成３０年度決算 令和元年度決算 令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度 備考

0.49 0.49 0.49 0.48 0.48

9.8% 9.4% 7.6% 8.0% 8.9% Ｒ４見込み

9.5% 8.6% 7.8% 6.9% 6.8% Ｒ４見込み

－ － － － － Ｒ４見込み

(参考)

特別会計・企業会計の起債残高 単位：千円

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末

残高 残高見込額 起債見込額 元金償還額 増減額 残高見込額

国保直診特別会計 19,700 25,833 1,900 6,567 △ 4,667 21,166

19,700 25,833 1,900 6,567 △ 4,667 21,166

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末

残高 残高見込額 起債見込額 元金償還額 増減額 残高見込額

水道事業会計 4,827,910 4,630,228 193,800 471,209 △ 277,409 4,352,819

下水道事業会計 28,611,670 26,848,396 1,177,200 2,968,562 △ 1,791,362 25,057,034

33,439,580 31,478,624 1,371,000 3,439,771 △ 2,068,771 29,409,853

合　　　計

令和５年度

将来負担比率

市債依存度

令和５年度

高遠町地域振興基金

長谷地域振興基金

財政調整基金

一般会計分

ふるさと応援基金

減債基金

職員退職手当基金

まちづくり基金

公営企業会計　計

その他特定目的基金

実質公債費比率

財政力指数

特別会計　計

令和５年度
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○　合併特例事業債等の状況

合併特例事業債対象事業 （単位　千円）

区分 事業内容 借入予定額

庁舎等整備 長谷総合支所建設及び監理 62,200

62,200

19,337,700

84,600

19,484,500

過疎対策事業債対象事業 （単位　千円）

区分 事業内容 借入予定額

278,000

支所整備 旧高遠町総合支所跡地利用工事及び監理 22,600

保健衛生施設整備 長谷健康増進センター非常用発電装置更新 11,400

農業施設整備 農地耕作条件改善事業山室地区 15,700

林道整備 南アルプス林道維持管理ほか 110,200

観光施設整備 鹿嶺高原キャンプ場トイレ改修工事ほか 6,600

道路整備 黒河内線道路改良ほか 103,000

学校教育施設整備 長谷小学校消防防火設備改修設計 3,500

社会教育 高遠町総合福祉センターやますそ改修設計 5,000

ソフト分 94,500

定住対策 定住補助金 5,400

高齢者福祉対策 高齢者等くらしいきいき応援券ほか 22,400

診療所 国保直診会計繰出金 38,200

観光振興 高遠城下まつり、南アルプスふるさと祭りほか 7,400

観光施設管理 温泉施設指定管理委託料ほか 16,500

社会教育 東京藝術大学との連携事業ほか 4,600

372,500

4,641,700

380,100

7,100

5,401,400

辺地対策事業債対象事業 （単位　千円）

区分 事業内容 借入予定額

道路整備 西の平和手線、新山荘１号線、西上１号線、横山２号線 24,400

24,400

289,500

0

358,700

借入可能額の残：165,800千円

ハード分

　(参考：令和３年度までの合計額)

合計

(参考：令和４年度合計額・見込)

総　　　　　計

(参考：令和３年度までの合計額)

合計

総　　　　　 計

借入可能額：19,650,300千円（～令和７年度）

借入総額／借入可能額 ＝ 99.2%

(参考：令和４年度合計額・見込)

(参考：令和４年度から令和５年度への繰越額・見込)

合計

(参考：令和３年度までの合計額)

(参考：令和４年度から令和５年度への繰越額・見込)

総　　　　　 計
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一般会計予算額

増減率

％ ４年度 ５年度

１ 市      税 8,393,000 8,796,000 403,000 4.8 21.6 23.9

２ 地方譲与税 483,300 474,300 △ 9,000 △ 1.9 1.3 1.3

３ 利子割交付金 4,000 2,000 △ 2,000 △ 50.0 0.0 0.0

４ 配当割交付金 30,000 35,000 5,000 16.7 0.1 0.1

５ 株式等譲渡所得割交付金 35,000 26,000 △ 9,000 △ 25.7 0.1 0.1

６ 法人事業税交付金 91,000 150,000 59,000 64.8 0.2 0.4

７ 地方消費税交付金 1,640,000 1,750,000 110,000 6.7 4.2 4.8

８ ゴルフ場利用税交付金 22,000 22,000 0 0.0 0.1 0.0

９ 環境性能割交付金 38,000 34,000 △ 4,000 △ 10.5 0.1 0.1

11 地方特例交付金 45,000 50,000 5,000 11.1 0.1 0.1

12 地方交付税 10,462,501 10,367,754 △ 94,747 △ 0.9 26.9 28.2

13 交通安全対策特別交付金 6,000 6,000 0 0.0 0.0 0.0

14 分担金及び負担金 227,362 216,570 △ 10,792 △ 4.7 0.6 0.6

15 使用料及び手数料 516,496 506,257 △ 10,239 △ 2.0 1.3 1.4

16 国庫支出金 3,851,998 3,350,754 △ 501,244 △ 13.0 9.9 9.1

17 県支出金 2,679,125 2,192,085 △ 487,040 △ 18.2 6.9 6.0

18 財産収入 27,801 27,220 △ 581 △ 2.1 0.1 0.1

19 寄　附　金 2,327,550 2,346,816 19,266 0.8 6.0 6.4

20 繰　入　金 2,551,327 2,899,421 348,094 13.6 6.6 7.9

21 繰　越　金 550,000 550,000 0 0.0 1.4 1.5

22 諸　収　入 2,331,240 1,042,523 △ 1,288,717 △ 55.3 6.0 2.8

23 市   　債 2,535,000 1,910,300 △ 624,700 △ 24.6 6.5 5.2

うち臨時財政対策債 855,600 140,000 △ 715,600 △ 83.6 2.2 0.4

うち臨時財政対策債 以外 1,679,400 1,770,300 90,900 5.4 4.3 4.8

38,847,700 36,755,000 △ 2,092,700 △ 5.4 100.0 100.0

増 減 額区　　　　　　　　分

合                計

(1) 歳  入　 (単位　千円)

構成比(％)
令和５年度予算額

令和４年度予算額
（６月補正後）
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１ 市      税 403,000
市民税（個人）の増 291,000千円　市民税（法人）の増 73,600千円
固定資産税の増 23,000千円　都市計画税の増 7,900千円

２ 地方譲与税 △ 9,000
地方揮発油譲与税の減 △5,000千円
自動車重量譲与税の減 △4,000千円

３ 利子割交付金 △ 2,000 利子割交付金の減 △2,000千円

４ 配当割交付金 5,000 配当割交付金の増 5,000千円

５ 株式等譲渡所得割交付金 △ 9,000 株式等譲渡所得割交付金の減 △9,000千円

６ 法人事業税交付金 59,000 法人事業税交付金の増 59,000千円

７ 地方消費税交付金 110,000 地方消費税交付金の増 110,000千円

８ ゴルフ場利用税交付金 0

９ 環境性能割交付金 △ 4,000 環境性能割交付金の減 △4,000千円

11 地方特例交付金 5,000 個人住民税減収補填分の増 5,000千円

12 地方交付税 △ 94,747 地方交付税の減 △94,747千円

13 交通安全対策特別交付金 0

14 分担金及び負担金 △ 10,792
小鳩園通園事業負担金の増 36,807千円
保育所園児給食費負担金（公立）の皆減 △29,160千円

15 使用料及び手数料 △ 10,239
城址公園使用料の増 10,560千円
観光施設使用料の減 △19,221千円

16 国庫支出金 △ 501,244

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金の皆増 185,511千円
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の皆減 △540,400千円
新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業補助金の減 △119,178千円
新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金の皆減 △79,468千円

17 県支出金 △ 487,040

団体営土地改良事業補助金の増 95,632千円
地域医療介護総合確保基金事業交付金の皆減 △186,165千円
第６波対応事業者支援交付金の皆減 △96,900千円
保育所等整備交付金の皆減 △87,314千円
認定こども園施設整備交付金の皆減 △82,481千円

18 財産収入 △ 581
教員住宅貸付収入の増 421千円
物品売払収入の減 △850千円

19 寄　附　金 19,266
企業版ふるさと寄附金の増 39,766千円
教育費寄附金の減 △10,000千円

20 繰　入　金 348,094
ふるさと応援基金繰入金の増 452,046千円
まちづくり基金繰入金の増 249,639千円
財政調整基金繰入金の減 △273,689千円

21 繰　越　金 0

22 諸　収　入 △ 1,288,717
農山漁村振興交付金納付金の皆増 10,000千円
プレミアム商品券売払収入の皆減 △1,300,000千円

23 市   　債 △ 624,700

臨時財政対策債の減 △715,600千円

緊急防災・減災事業債 305,200千円
公共施設等適正管理推進事業債 84,000千円
公共事業等債の減 △87,200千円
公営住宅建設事業債の減 △79,000千円

△ 2,092,700合                計

区　　　　　　　　分
増減額
（千円）

増　減　の　主　な　理　由
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(2) 歳  出 (目的別）　

４年度 ５年度

１　議会費 212,263 210,802 △ 1,461 △ 0.7 0.5 0.6

２　総務費 7,496,453 7,679,309 182,856 2.4 19.3 20.9

３　民生費 8,964,477 8,631,579 △ 332,898 △ 3.7 23.1 23.5

４　衛生費 5,254,267 5,108,428 △ 145,839 △ 2.8 13.5 13.9

５　労働費 53,435 57,187 3,752 7.0 0.1 0.1

６　農林水産業費 1,863,681 1,868,921 5,240 0.3 4.8 5.1

７　商工費 3,826,915 1,758,645 △ 2,068,270 △ 54.0 9.9 4.8

８　土木費 3,614,944 3,702,624 87,680 2.4 9.3 10.1

９　消防費 966,979 1,000,267 33,288 3.4 2.5 2.7

10　教育費 2,920,384 3,061,971 141,587 4.8 7.5 8.3

11　災害復旧費 116,226 6,139 △ 110,087 △ 94.7 0.3 0.0

12　公債費 3,517,676 3,629,128 111,452 3.2 9.1 9.9

14　予備費 40,000 40,000 0 0.0 0.1 0.1

  合         計 38,847,700 36,755,000 △ 2,092,700 △ 5.4 100.0 100.0

(単位　千円)

増減率
構成比(％)

区　　　　　分 令和５年度予算額
令和４年度予算額

（６月補正後）
増減額
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１　議会費 △ 1,461
借上げバス使用料の増 990千円
研修視察旅費の減 △733千円
タブレット端末等備品購入費の減 △1,309千円

２　総務費 182,856

総合支所建替事業の増 492,752千円
移住・定住に向けた戦略的住宅・立地誘導事業補助金の皆増 195,000千円
定年延長に伴う職員退職手当基金積立金の皆増 88,134千円
退職手当（特別職含む）の減 △294,308千円
CNH舎改修工事の皆減 △46,230千円

３　民生費 △ 332,898

生活保護扶助費の増 61,000千円
障害者自立支援給付費の増 50,000千円
認定こども園施設整備補助金等の皆減 △254,692千円
高齢者福祉施設整備事業の皆減 △186,165千円
生活困窮世帯へのプレミアム商品券配布事業の皆減 △128,100千円
子育て世帯生活支援特別給付金事業の皆減 △73,348千円

４　衛生費 △ 145,839

地域脱炭素移行・再エネ推進事業補助金の皆増 214,950千円
新型コロナウイルスワクチン接種事業の減 △115,044千円
水道事業会計への補助金の減・出資金の皆減 △112,739千円
中央行政組合負担金（病院等）の減 △104,319千円

５　労働費 3,752
奨学金返還支援事業補助金の増 2,000千円
ＵＩＪターン就業・創業移住支援事業支援金の増 1,000千円

６　農林水産業費 5,240

戸台口観光拠点整備関連事業の増 84,120千円
農地耕作条件改善事業（山室地区）の増 45,520千円
基幹水利施設管理事業委託金の増 17,099千円
国営施設機能保全事業伊那西部地区負担金の皆減 △140,000千円
県営土地改良事業負担金の減 △58,915千円

７　商工費 △ 2,068,270

第４弾プレミアム商品券事業の皆減 △1,748,223千円
馬の背ヒュッテ建物購入費の皆減 △80,000千円
高遠しんわの丘ローズガーデン整備事業の皆減 △61,729千円
仕事と子育て両立支援施設整備事業の皆減 △33,300千円
鹿嶺高原テラス設置事業の皆減 △29,803千円
産業用地取得補助金の皆減 △54,867千円

８　土木費 87,680

下水道事業出資金の増 250,000千円
舗装長寿命化事業の増 103,600千円
通学路緊急対策ほか交通安全施設事業の増 45,500千円
若宮団地既存住宅リフォーム工事の減 △205,571千円
道路防災事業の減　△51,500千円

９　消防費 33,288
防災行政無線（同報系）親局等更新事業の増 27,040千円
上伊那広域連合消防事業特別会計負担金の増 14,863千円
消防団車両・小型ポンプ更新事業の減 △15,275千円

10　教育費 141,587

小・中学校施設営繕事業の増　58,834千円
小・中学校電気料金の増 38,708千円
春富中学校給食施設ペレットボイラー設置事業の増 35,743千円
旧西春近公民館解体事業の皆減 △62,700千円
新山小学校学童クラブ建設事業の皆減 △51,000千円

11　災害復旧費 △ 110,087
過年林道災害復旧（前浦線）事業の皆減 △106,000千円
市単林道災害復旧（矢の南入線、犬田切線）事業の皆減 △3,300千円

12　公債費 111,452
長期債元金の増 114,090千円
長期債利子の減 △2,638千円

14　予備費 0

  合         計 △ 2,092,700

区　　　　　分
増減額
（千円）

増　減　の　主　な　理　由
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(3) 歳  出 （性質別）　

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 増減額 増減率

15,155,579 39.1 15,047,096 40.9 △ 108,483 △ 0.7

人件費 6,711,267 17.3 6,329,101 17.2 △ 382,166 △ 5.7

扶助費 4,926,636 12.7 5,088,867 13.8 162,231 3.3

公債費 3,517,676 9.1 3,629,128 9.9 111,452 3.2

3,984,904 10.2 3,982,025 10.8 △ 2,879 △ 0.1

普通建設事業費 3,868,678 9.9 3,975,886 10.8 107,208 2.8

補助事業費 1,490,382 3.8 1,129,448 3.1 △ 360,934 △ 24.2

単独事業費 2,378,296 6.1 2,846,438 7.7 468,142 19.7

災害復旧事業費 116,226 0.3 6,139 0.0 △ 110,087 △ 94.7

補助事業費 106,000 0.3 0 0.0 △ 106,000 △ 100.0

単独事業費 10,226 0.0 6,139 0.0 △ 4,087 △ 40.0

19,707,217 50.7 17,725,879 48.3 △ 1,981,338 △ 10.1

物件費 6,332,199 16.3 4,153,369 11.3 △ 2,178,830 △ 34.4

維持補修費 330,607 0.8 326,901 0.9 △ 3,706 △ 1.1

補助費等 6,787,715 17.5 6,646,045 18.1 △ 141,670 △ 2.1

積立金 2,324,298 6.0 2,412,324 6.6 88,026 3.8

投資及び出資金 454,000 1.2 650,000 1.8 196,000 43.2

貸付金 754,000 1.9 755,500 2.0 1,500 0.2

繰出金 2,684,398 6.9 2,741,740 7.5 57,342 2.1

予備費 40,000 0.1 40,000 0.1 0 0.0

38,847,700 100.0 36,755,000 100.0 △ 2,092,700 △ 5.4

(単位　千円、％)

令和５年度予算額
令和４年度予算額

（６月補正後）

合　　　　計

比　　　　較区　　　　　　　　分

義務的経費

投資的経費

予　　　　　　　　算　　　　　　　　額

その他
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△ 108,483

人件費 △ 382,166
職員手当の減 △343,207千円（うち退職手当 △294,308千円）
職員給料の減 △50,406千円
会計年度任用職員報酬の増 37,569千円

扶助費 162,231

生活保護費の増 61,000千円
障害者自立支援給付費の増 50,000千円
私立児童福祉施設運営費等負担金の増 46,318千円
子ども医療費給付（市）の増 31,300千円
子育て世帯生活支援特別給付金の皆減 △70,000千円
児童手当の減 △37,280千円

公債費 111,452
長期債元金の増 114,090千円
長期債利子の減 △2,638千円

△ 2,879

普通建設事業費 107,208

補助事業費 △ 360,934

舗装改良工事（ナイスロード）の皆増 83,600千円
農地耕作条件改善事業ほか団体営土地改良事業の増 69,900千円
認定こども園施設整備補助金等の皆減 △254,692千円
高齢者福祉施設整備事業の皆減 △186,165千円
市営住宅建設事業の減 △156,296千円
市街地再開発事業補助金の皆減 △51,100千円

単独事業費 468,142

総合支所建替事業の増 492,752千円
移住・定住に向けた戦略的住宅・立地誘導事業補助金の皆増 195,000千円
戸台口観光拠点整備関連事業の増 84,120千円
伊那市駅前公衆トイレ改築事業の増 47,530千円
国営施設機能保全事業繰上償還負担金の皆減 △140,000千円
馬の背ヒュッテ建物購入費の皆減 △80,000千円
高遠しんわの丘ローズガーデン整備事業の皆減 △61,729千円
産業用地取得補助金の皆減 △54,867千円

災害復旧事業費 △ 110,087

補助事業費 △ 106,000 林道災害復旧（前浦線）事業の皆減 △106,000千円

単独事業費 △ 4,087 市単林道災害復旧事業の減 △3,730千円

△ 1,981,338

物件費 △ 2,178,830
電気料金高騰対応 101,059千円
第４弾プレミアム商品券事業の皆減 △1,748,223千円
生活困窮世帯へのプレミアム商品券配布事業の皆減 △128,100千円

維持補修費 △ 3,706
市営住宅修繕事業の増 19,781千円
本庁舎ＰＢＸ交換・調整業務の皆減 △36,290千円

補助費等 △ 141,670
地域脱炭素移行・再エネ推進事業補助金の皆増 214,950千円
中央行政組合負担金（病院等）の減 △104,319千円
新型コロナ対策補助金（商工）の皆減 △70,500千円

積立金 88,026 定年延長に伴う職員退職手当基金積立金の皆増 88,134千円

投資及び出資金 196,000
下水道事業会計出資金の増 250,000千円
水道事業会計出資金の皆減 △54,000千円

貸付金 1,500 ひとり親家庭生活資金貸付金の増 1,500千円

繰出金 57,342
後期高齢者医療特別会計繰出金の増 50,642千円
介護保険特別会計繰出金の増 27,183千円
国保会計繰出金の減 △51,340千円

予備費 0

△ 2,092,700

区　　分
増減額
（千円）

増　減　の　主　な　理　由

義務的経費

その他

合　　　　計

投資的経費
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（市　税）

増減額 増減率
４年度 ５年度

A Ｂ B-A (B-A)/A％ % %

3,453,200 3,817,800 364,600 10.6 41.2 43.4

個人 3,012,000 3,303,000 291,000 9.7 35.9 37.5

法人 441,200 514,800 73,600 16.7 5.3 5.9

4,141,000 4,164,000 23,000 0.6 49.3 47.4

固定資産税 4,091,000 4,059,600 △ 31,400 △ 0.8 48.7 46.2

国有資産等所在市町村
交付金及び納付金

50,000 104,400 54,400 108.8 0.6 1.2

283,300 290,800 7,500 2.6 3.4 3.3

320,000 320,000 0 0.0 3.8 3.6

都市計画税 171,500 179,400 7,900 4.6 2.0 2.0

24,000 24,000 0 0.0 0.3 0.3

8,393,000 8,796,000 403,000 4.8 100.0 100.0

（単位　千円）

構 成 比

市民税

固定資産税

区　　　　　　　　分

当初予算額対比

市　　　　税　　　　計

入湯税

令和５年度
予算額

令和４年度
予算額

（６月補正後）

軽自動車税

市たばこ税
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　　引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる
　　社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

（歳入）
　　　地方消費税交付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９．５億円
（歳出）
　　　社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費　　　　　　　　　　６１．７億円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】　 （千円）

経費 特定財源
社会保障財源化分の
地方消費税交付金

その他
一般財源

高齢者福祉総務 68,410 682 10,000 57,728

私立保育園・幼稚園 520,195 348,608 80,000 91,587

保育園運営 1,710,266 140,626 400,000 1,169,640

介護保険 1,054,902 46,308 180,000 828,594

後期高齢者医療保険 1,005,521 142,505 120,000 743,016

一般予防 201,944 3,849 20,000 178,095

健康診査 107,003 21,293 15,000 70,710

母子保健 90,603 16,048 15,000 59,555

中央行政組合負担金（伊那中央病院運営） 1,411,050 21,727 110,000 1,279,323

合計 6,169,894 741,646 950,000 4,478,248

※社会保障財源化分の地方消費税交付金充当事業のみを記載しています。

事業名

社会福祉

社会保険

保健衛生
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 増減率

     ％

38,847,700 36,755,000 △ 2,092,700 △ 5.4

　国民健康保険 6,472,900 6,393,100 △ 79,800 △ 1.2

　国民健康保険直営診療所 181,600 174,900 △ 6,700 △ 3.7

　後期高齢者医療 937,700 981,100 43,400 4.6

　介護保険 6,879,300 7,009,500 130,200 1.9

　市営駐車場事業 13,800 25,100 11,300 81.9

　公有財産管理活用事業 480,950 1,290,000 809,050 168.2

　藤沢財産区 7,501 3,001 △ 4,500 △ 60.0

　北原財産区 2,602 3,270 668 25.7

　長藤財産区 3,280 3,274 △ 6 △ 0.2

　特別会計合計　　         ② 14,979,633 15,883,245 903,612 6.0

　水道事業 2,849,600 2,556,900 △ 292,700 △ 10.3

　下水道事業 6,024,050 6,225,400 201,350 3.3

　自動車運送事業 73,600 109,300 35,700 48.5

　企業会計合計  　　       ③ 8,947,250 8,891,600 △ 55,650 △ 0.6

△ 2.0

（単位　千円)

会計別予算額　　

△ 1,244,738

企

業

会

計

会        計        名 令和５年度予算額

合               計

増　減　額

特

別

会

計

                  ①＋②＋③

      一般会計                   ①

61,529,84562,774,583

令和４年度予算額
（６月補正後）
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△ 2,092,700

　国民健康保険 △ 79,800
国民健康保険事業費納付金の減
基金積立金の減

　国民健康保険直営診療所 △ 6,700
総務費の増
施設整備費の減

　後期高齢者医療 43,400
後期高齢者医療広域連合納付金の増
総務費の増

　介護保険 130,200
保険給付費の増
総務費の増

　市営駐車場事業 11,300 経営管理費（工事請負費）の増

　公有財産管理活用事業 809,050
公有財産管理活用費（積立金、工事請負費）の増
土地利活用誘導費の増

　藤沢財産区 △ 4,500
分収林購入費の減
予備費の増

　北原財産区 668
境界確認、林道整備作業賃金の増
予備費の増

　長藤財産区 △ 6 予備費の減

　特別会計合計 903,612

　水道事業 △ 292,700
第８次整備事業の減
建設改良費の減

　下水道事業 201,350
処理場費の増
建設改良費（管渠施設整備費・処理場施設整備費）の増
企業債償還金の減

　自動車運送事業 35,700
営業費用（運転費）の増
建設改良費（機械及び装置、車両運搬具）の増

 企業会計合計 △ 55,650

企
業
会
計

合               計 △ 1,244,738

会        計        名 増減額
（千円）

増　減　の　主　な　理　由

      一般会計

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計
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特別会計・企業会計の令和５年度当初予算の主な内容

(単位　千円)

令和４年度（６月補正後） 令和５年度 増 減 額

国民健康保険 予算規模（1.2％減） 6,472,900 6,393,100 △ 79,800

 （歳入） 

   国民健康保険税 1,150,510 1,091,010 △ 59,500

   県支出金 4,605,702 4,618,393 12,691

   繰入金 705,392 673,697 △ 31,695

   諸収入　ほか 11,296 10,000 △ 1,296

 （歳出）

   総務費 110,565 100,183 △ 10,382

   保険給付費 4,561,919 4,563,495 1,576

   国民健康保険事業費納付金 1,607,844 1,581,575 △ 26,269

   保健事業費 91,256 86,034 △ 5,222

   積立金 87,676 48,173 △ 39,503

   諸支出金　ほか 13,640 13,640 0

国民健康保険 予算規模（3.7％減） 181,600 174,900 △ 6,700

直営診療所  （歳入） 

   診療収入 66,836 70,310 3,474

   繰入金 89,372 90,574 1,202

   市債 12,700 1,900 △ 10,800

   サービス収入　ほか 12,692 12,116 △ 576

 （歳出）

   総務費 122,891 126,779 3,888

   医業費 26,627 26,804 177

   公債費 6,605 6,690 85

   鍼灸費 8,981 9,571 590

   施設整備費　ほか 16,496 5,056 △ 11,440

後期高齢者医療 予算規模（4.6％増） 937,700 981,100 43,400

 （歳入）

   後期高齢者医療保険料 710,680 756,848 46,168

   繰入金 225,920 222,985 △ 2,935

   諸収入　ほか 1,100 1,267 167

 （歳出）

   総務費 28,643 33,058 4,415

   後期高齢者医療広域連合納付金 908,042 946,860 38,818

   諸支出金 1,015 1,182 167

(1) 特別会計

会   計   名 主      な      内      容
予        算        額
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(単位　千円)

令和４年度（６月補正後） 令和５年度 増 減 額

介護保険 予算規模（1.9％増） 6,879,300 7,009,500 130,200

 （歳入）

   保険料 1,373,223 1,365,828 △ 7,395

   国庫支出金 1,597,847 1,671,944 74,097

   支払基金交付金 1,802,217 1,833,584 31,367

   県支出金 979,656 1,000,314 20,658

   繰入金 1,106,001 1,121,433 15,432

   サービス収入　ほか 20,356 16,397 △ 3,959

 （歳出）

   総務費 113,794 131,133 17,339

   保険給付費 6,499,201 6,614,410 115,209

   地域支援事業費 229,515 227,130 △ 2,385

   介護サービス事業費 0 0 0

   予備費　ほか 36,790 36,827 37

市営駐車場事業 予算規模（81.9％増） 13,800 25,100 11,300

 （歳入）

   繰入金 1,800 11,600 9,800

   諸収入 12,000 13,500 1,500

 （歳出）

   経営管理費 13,400 24,700 11,300

   予備費 400 400 0

公有財産管理 予算規模（168.2％増） 480,950 1,290,000 809,050

活用事業  （歳入）

   財産収入 39,774 654,880 615,106

   繰入金 441,176 635,120 193,944

 （歳出）

   公有財産管理活用費 435,300 1,221,627 786,327

   土地利活用誘導費 45,150 67,873 22,723

   予備費 500 500 0

予        算        額
主      な      内      容会   計   名
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(単位　千円)

令和４年度（６月補正後） 令和５年度 増 減 額

藤沢財産区 予算規模（60.0％減） 7,501 3,001 △ 4,500

 （歳入）

　財産収入 4,000 1,000 △ 3,000

　繰越金 3,500 2,000 △ 1,500

　諸収入 1 1 0

 （歳出）

   総務費 6,479 494 △ 5,985

   予備費 1,022 2,507 1,485

北原財産区 予算規模（25.7％増） 2,602 3,270 668

 （歳入）

　繰越金 2,600 2,300 △ 300

　諸収入 2 1 △ 1

　財産収入 0 969 969

 （歳出）

   総務費 282 398 116

   予備費 2,320 2,872 552

長藤財産区 予算規模（0.2％減） 3,280 3,274 △ 6

 （歳入）

　分担金及び負担金 279 273 △ 6

　繰越金 3,000 3,000 0

　諸収入 1 1 0

 （歳出）

   総務費 518 518 0

   予備費 2,762 2,756 △ 6

会   計   名 主      な      内      容
予        算        額
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(2) 企業会計 (単位　千円)

令和４年度（６月補正後） 令和５年度 増 減 額

水道事業 （収入）               　（1.4％減） 1,867,000 1,840,100 △ 26,900

   営業収益 1,507,791 1,490,654 △ 17,137

   営業外収益　ほか 359,209 349,446 △ 9,763

（支出）                 （3.0％増） 1,647,900 1,697,100 49,200

   営業費用 1,529,224 1,574,842 45,618

   営業外費用　ほか 118,676 122,258 3,582

（収入）               （48.4％減） 653,700 337,500 △ 316,200

   企業債 385,800 193,800 △ 192,000

   出資金 54,000 0 △ 54,000

   分担金及び負担金 78,251 89,892 11,641

   補助金 135,649 53,808 △ 81,841

（支出）               （28.5％減） 1,201,700 859,800 △ 341,900

   企業債償還金 548,781 471,209 △ 77,572

   建設改良費　ほか 652,919 388,591 △ 264,328

下水道事業 （収入）                 （0.6％減） 2,808,600 2,792,300 △ 16,300

   営業収益 1,345,129 1,360,359 15,230

   営業外収益　ほか 1,463,471 1,431,941 △ 31,530

（支出）                 （1.1％増） 2,667,400 2,696,200 28,800

   営業費用 2,256,832 2,347,999 91,167

   営業外費用　ほか 410,568 348,201 △ 62,367

（収入）               （14.4％増） 2,159,050 2,469,500 310,450

   企業債 1,272,100 1,177,200 △ 94,900

   出資金 400,000 650,000 250,000

   補助金　ほか 486,950 642,300 155,350

（支出）                 （5.1％増） 3,356,650 3,529,200 172,550

   企業債償還金 3,031,821 2,968,562 △ 63,259

   建設改良費　ほか 324,829 560,638 235,809

（収入）               （19.0％増） 81,700 97,200 15,500

   営業収益 78,760 94,332 15,572

   営業外収益 2,940 2,868 △ 72

（支出）                 （9.8％増） 69,200 76,000 6,800

   営業費用 62,768 71,386 8,618

   営業外費用　ほか 6,432 4,614 △ 1,818

（収入） 　　　　　　 （皆増） 0 100 100

　固定資産売却代金 0 100 100

（支出）             （656.8％増） 4,400 33,300 28,900

   建設改良費 4,400 33,300 28,900

資

本

的

自動車運送事業

会  計  名 主      な      内      容
予        算        額
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１ 令和５年度重点事業（特徴的な事業） 

 ※各項目とも、担当課名、「主要事業の概要」の該当ページ、事業コードを掲載しています。 

  ※一部に「主要事業の概要」と標記が異なる場合があります。（☆：新規、◎：充実、〇：継

続の区分や、金額が内数になっている場合など） 

 

（１）福祉関連施策（すべての福祉に漏れがない取り組み） 

  ☆保育園副食費の完全無償化（公立園及び私立園）     62,703千円 

伊那市が進める子育て支援施策として副食費の一部補助を実施してきたが、副食 

費を全額市が負担して完全無償化を実現し、子育て支援の充実を図る。 

【子育て支援課：P35、1311 事業・1341 事業】 

 

  ☆市街地デジタルタクシーの本格運行           23,530千円 

    令和４年８月から試行運転を行っている「市街地デジタルタクシー」について、 

令和５年度から本格運行に移行し、市街地における移動困難者支援の充実を図る。 

【企画政策課：P13、216 事業】 

 

  ☆使用済み紙おむつの保育施設での処分(私立園への補助開始) 9,615千円 

    使用済み紙おむつの処分については、保護者支援等を目的に、公立園において令 

和４年 11 月から運用を開始し、５年度から通年での実施となる。また、新たに私 

立園における処分に対して支援を行う。 

【子育て支援課：P35、1311 事業・1341 事業】 

 

☆がん患者アピアランスケア助成事業            600千円 

がん患者の治療に伴う外見の変化に起因する社会参加への妨げを軽減するため、 

補正具（医療用ウィッグ、補正下着等）の購入費を補助する。  

【健康推進課：P41、1666 事業】 

  

◎子ども（高校生等まで）の医療費窓口無償化      441,202千円 

    子ども（高校生等まで）の福祉医療給付事業による窓口での自己負担金の無償化を

通年で実施することで、子育て支援の充実を図る。 

【健康推進課：P31、1201 事業～1211 事業】 

 

  ◎高齢者等暮らしいきいき応援券交付事業         72,370千円 

これまで使途に応じて配布していた券を統合することにより、少ない種類の券で 

サービスを利用できることで利便性の向上を図る。 

・統合する券：高齢者等いきいき健康券、福祉タクシー等助成券など５種類 

【社会福祉課：P29、1126 事業】 
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  ◎支え合い買物サービスの対象区域拡大          39,971千円 

    現在、高遠町地区、長谷地区及び富県地区の一部で実施している「支え合い買物

サービス」の対象区域を拡大し、買物困難者支援の充実を図る。 

【企画政策課：P12、237 事業】 

 

 ◎障害者移動支援事業                  25,195千円 

屋外での移動が困難な障害者の外出支援を担う事業者に対して、支払い基準額を

引き上げて事業者を支援するとともに、利用者の自己負担割合の引き下げを行う。 

                          【社会福祉課：P27、1168 事業】 

 

  ◎出産育児一時金の増額                 15,000千円 

    国民健康保険の被保険者の出産に対して、産科医療補償制度加入の場合 50 万円、 

その他の場合は、48 万８千円を支給する。 

【健康推進課：P98、8175 事業（国民健康保険特別会計）】 

 

◎健康診査の充実                    9,499千円 

後期高齢者が伊那健康センターで集団健診を受診できるようにするとともに、内 

視鏡を用いた胃がん検診の対象年齢を拡大する。 

  【健康推進課:P39,1624 事業】 

 

○出産・子育て応援給付金事業              54,393千円 

    すべての妊婦・子育て家庭がより安心して出産・子育てができるよう、国が創設 

した出産・子育て応援交付金を活用し、妊娠期から出産・子育て期まで切れ目のな 

い伴走型相談支援に併せ、妊娠・出産時における経済的支援を目的とした給付金を 

支給する。 

【健康推進課：P40、1664 事業】 

 

  ○生活困窮者支援の継続                  7,660千円 

    コロナ禍及び物価高騰に苦しむ生活困窮世帯等に対して、食料等を支援するとと 

   もに、企業や地域と連携して子ども食堂等を運営する。 

【福祉相談課：P24、1022 事業、子育て支援課：P32、1306 事業、 

学校教育課：P76、5012 事業】 

 

 

（２）移住定住関連施策 

  ☆若者・子育て向け住宅建設工事             243,000千円 

   若宮団地内での「若者・子育て向け住宅」の整備を進め、若者等の居住に供する。

【管理課：P73、3411 事業】 
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  ☆いな住まいる補助金の創設               195,000千円 

    若年世代の定住を促進するため、市内での住宅建築等に対して、最大 150 万円を 

補助する。また、市内で宅地を分譲している事業者に対して、分譲する区画に応じて 

補助する。 

【地域創造課：P14、235 事業】 

 

  ☆市主体の住宅用地開発・供給開始            67,873千円 

    土地利用の規制等により宅地開発が困難な地域等において、市が事業主体になっ 

   て宅地開発を進めることで、住宅用地の供給を令和５年度から実施する。 

【管理課：P119、8405 事業（公有財産管理活用事業特別会計）】 

 

  ☆結婚新生活応援事業                  13,500千円 

    新婚に伴う新生活スタートに対し、夫婦ともに 39 歳以下の世帯を対象に、住宅賃 

借料や引越費用などを支援する。 

【地域創造課：P15、238 事業】 

 

  ◎移住・定住に関する相談や支援の充実          54,600千円 

    対面による移住、定住相談はもとより、メタバースなどの技術を活用しながら、 

移住、定住に関する相談・支援の充実を図り、人口の社会増を図る。 

【地域創造課：P14、235 事業】 

 

  ◎出産祝金支給事業                   19,040千円 

    現在、市内の一部地域で第１子から支給している出産祝金を、市内全ての地域で 

第１子から支給する。 

【子育て支援課：P32、1317 事業】 

 

 

（３）ＣＯ２削減、再生可能エネルギー、環境関連施策 

  ☆商工業者向けＳＤＧｓ推進プロジェクト         3,900千円 

    信金中央金庫様の寄附金（SCB ふるさと応援団採択事業）を活用し、事業者の 

脱炭素経営に向けた取組や DX 化等を支援する。 

【商工振興課：P61、2414 事業】 

 

  ◎伊那から減らそうＣＯ２‼促進事業 

（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金事業）       214,950千円 

    CO２の排出削減を図るため、屋根置き太陽光発電設備の設置やペレットストーブ 

等の導入を支援する。 

【生活環境課：P42、1710 事業】 
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 〇森林の里親制度による森林整備の推進          20,000千円 

    企業版ふるさと納税等の活用により、森林整備を推進することで、CO２の削減を 

図る。 

【耕地林務課：P57、2311 事業】 

 

  〇脱プラスチックの推進                  350千円 

    経木や麦ストローなど、伊那市らしい啓発用品を活用しながら、脱プラスチック 

の推進を図る。また、啓発用品の一部は、農福連携事業として生産する。 

【生活環境課：P42、1710 事業、農政課：P51、2146 事業】 

 

 

（４）産業振興関連施策 

  ☆戸台口観光拠点施設整備、山岳観光の充実        204,759千円 

    国のデジタル田園都市国家構想交付金事業を活用し、仙流荘周辺エリアを戸台口 

観光拠点施設として整備（令和４年度３月補正予算、担当課：観光課）するとともに、 

馬の背ヒュッテ等の山小屋の改修等を実施して山岳観光の振興を図る。 

・仙流荘前駐車場等整備事業：92,400 千円【耕地林務課：P59、2324 事業】 

・市道黒河内線道路改良工事：85,000 千円【建設課：P68、3224 事業】 

・南アルプス林道バス事務所移転事業：2,000 千円 

【長谷農林建設課：P141,その他修繕費（自動車運送事業会計）】 

・南アルプス山小屋（馬の背ヒュッテ、塩見小屋）改修工事：25,359 千円 

【観光課：P65、2441 事業】 

 

  ☆産学官連携拠点施設（inadani sees）を核とした農林業振興 

 107,147千円 

    令和４年度に整備した「inadani sees」を活用し、農林の地域資源活用イノベーシ 

ョン促進事業等を展開することで農林業の振興を図る。 

【耕地林務課：P58、2302 事業】 

 

☆有機農業の推進（有機農業推進対策補助金）        2,000千円 

    土壌診断、堆肥・緑肥の購入費用等の一部を補助することにより、化学肥料の使用 

量を低減させ、費用の軽減や、有機農業への取組拡大を図る。 

   【農政課：P51、2141 事業】 

 

  ☆伊那在来そば増殖・栽培研究委託             1,500千円 

    国の研究機関に保存されていた伊那在来そばの種子を信州大学農学部と連携して 

増殖するとともに、伊那固有のそば栽培を行い、伊那市産そばの振興を図る。 

   【農政課：P51、2146 事業】 
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  ◎東原工業団地整備事業                447,784千円 

    市内への企業誘致を進めるため、東原工業団地の隣接地を工業団地として整備 

（B、D 区画）する。 

・インフラ整備：66,900 千円【産業立地推進課：P62、2415 事業】 

    ・用地購入、造成：380,884 千円 

【産業立地推進課：P119、8401 事業（公有財産管理活用事業特別会計）】 

 

 

（５）社会インフラ整備、まちづくり推進関連施策 

  ☆伊那市まちづくり推進事業               1,251千円 

    高校再編やまちなか活性化など、情勢の変化や課題等を踏まえながら、伊那市の特

性を生かしたまちづくりを推進するため、基礎調査等を実施する。 

【都市整備課：P70、3304 事業】 

 

  ☆三峰川総合開発事業（戸草ダム建設再開含む）促進      405千円 

    天竜川流域の総合的な治水対策につながるよう、各種機関と連携して、戸草ダム建

設の再開を含めた河川整備メニューの早期見直しを国等へ要望するなど、三峰川総

合開発事業等ダム対策を推進する。 

【建設課：P70、3280 事業】 

 

  ◎伊那バイパス、伊駒アルプスロード、環状北線等の整備促進 

120,549千円 

    市内で整備が進む幹線道路について、整備促進を支援するとともに、関連事業等 

を実施する。 

【建設課 P68、3226 事業、伊駒アルプスロード推進課：P69、3279 事業】 

 

  ◎交通安全工事（通学路緊急対策事業）の推進       108,800千円 

    通学路緊急対策事業をはじめとする交通安全工事について、国の補助金を活用し 

   て事業を推進する。 

【建設課：P69、3271 事業】 

 

 

（６）教育関連施策 

  ☆子ども相談室設置による体制強化及び支援等の充実    34,996千円 

    令和 5 年４月から、教育委員会内に「子ども相談室」を設置し、相談支援体制の強

化及び支援等の充実を図る。 

【学校教育課：P76、5226 事業】 
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  ◎不登校児童生徒への支援                10,336千円 

    令和 4 年度に整備した伊宝館などの中間教室を運営するとともに、学級内の課題

等を把握するため、Q-U（楽しい学校生活を送るためのアンケート）検査の対象を小

学校低学年まで拡大する。 

【学校教育課：P80、5204 事業、及び P77、5103 事業】 

 

  〇伊那市誌編さん事業                  16,808千円 

    伊那市の歴史的変遷を顧み、市民の郷土への関心等を高める「伊那市誌」の編さん 

を行う。 

【市誌編さん室：P86、5406 事業】 

 

 

（７）防災関連施策 

  ☆総合支所整備事業                  457,393千円 

    災害発生時には、地域の拠点施設となる総合支所の庁舎整備を進める。令和 5 年 

   度は、高遠町総合支所の設計を進めるとともに、長谷総合支所の建設に着手する。 

【総務課：P10、251 事業】 

 

  ◎防災行政無線（同報系）親局等更新工事         168,900千円 

    令和 4 年度からの継続事業として、市民に情報を伝える重要な設備である防災 

行政無線（同報系）の親局等を更新する。 

【危機管理課：P75、3752 事業】 

 

 

（８）その他 

  ◎下水道使用料の据え置きに伴う出資金         650,000千円 

    コロナ禍や物価高騰が市民生活を圧迫していることから、一般会計から下水道 

事業会計へ出資金を繰り出し、下水道使用料を据え置く。 

【水道業務課：P71、3351 事業】 

 

◎国民健康保険事業の安定的運営のための基金積立金    48,173千円 

コロナ禍や物価高騰が市民生活を圧迫していることから、国保財政の安定的運営

を図るため、一般会計から国民健康保険特別会計へ基金積立金を繰り出す。  

【健康推進課：P45、1751 事業】 
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２ 第２次伊那市総合計画基本構想「施策の大綱」ごとの主な事業 

 別冊「令和５年度主要事業の概要」に掲載した事業のうち、新規事業（☆）や重点事業（◎）

を中心にまとめてあります。 

掲載に当たっては、項目ごとに、予算額の大きい事業から順に記載してあります。 

一つの事業が複数の項目に該当する場合もありますが、再掲は行わず、１つの項目のみに

掲載してあります。ただし、重点事業との重複掲載は、再掲を記載してあります。 

 

 

 

 

 

 

○協働のまちづくり交付金  15,000千円 

地域住民の主体的な地域づくり活動に対し、「協働のまちづくり交付金」を交付する。 

                         【地域創造課:P13,225事業】 

 

☆人権の花運動の実施  110千円 

長野県からの委託を受け、「人権の花運動」地域人権啓発活動活性化事業を実施する。 

                         【文化交流課:P15,361事業】 

 

 

 

☆総合支所整備事業（再掲）  457,393千円 

災害発生時には、地域の拠点施設となる総合支所の庁舎整備を進める。令和５年度は、

高遠町総合支所の設計を進めるとともに、長谷総合支所の建設に着手する。 

【総務課:P10,251事業】 

 【関連事業】 

・高遠町総合支所旧庁舎を解体し、駐車場を整備する。(136,324千円) 

【総務課:P10,251事業】 

 

☆マイナンバーカードの運用  4,158千円 

国支援を受けて関係機器を整備し、マイナンバーカードを使ったワンストップサービス

を実施する。また、マイナンバーコールセンターを設置して、市民対応の強化を行う。 

【市民課:P19,501事業】 

 

☆第２次伊那市総合計画後期基本計画の策定  2,173千円 

計画的に行政を運営するため、令和６年度を始期とする総合計画後期基本計画を策定す

る。 

【企画政策課:P11,211事業】 

 

☆インボイス制度への対応  関係各課にて対応 

令和５年 10月から始まる「インボイス制度」に対応する準備を進める。 

【会計課:P10,114事業、関係各課】 

１ 地域の未来を協創する協働のまちづくり 

地域活力の創造 

市民の視点に立った行財政運営 
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○松くい虫対策  43,104千円 

松くい虫による被害の拡大防止を図るため、松枯損木の破砕処理及び伐倒くん蒸処理を

行う。 

  【耕地林務課:P56,2306事業】 

 

◎森林の里親制度による森林整備事業の推進（再掲）  20,000千円 

企業版ふるさと納税等の活用により、森林整備を推進することで、ＣＯ２の削減を図

る。 

  【耕地林務課:P57,2311事業】 

 

◎森林所有者の意向調査の推進  3,000千円 

林業の振興を図るため、森林環境譲与税を活用して、国の森林経営管理制度に基づいた

森林所有者意向調査を実施する。 

  【耕地林務課:P56,2308事業】 

 

 

 

 

◎伊那から減らそうＣＯ2‼促進事業(地域脱炭素移行・再エネ推進交付金事業)(再掲)                             

214,950千円 

ＣＯ２の排出削減を図るため、屋根置き太陽光発電設備の設置やペレットストーブ等の導

入を支援する。 

【生活環境課:P42,1710事業】 

 

◎公共施設（保育園、学校等）にペレットストーブ・ボイラを設置  65,672千円 

保育園（美篶西部、竜北）、学校（西箕輪小、西箕輪中）にペレットストーブを設置す

るとともに、給食施設（春富中）にペレットボイラを設置する。 

【子育て支援課:P35,1332事業、 

学校教育課：P77,5102事業、P80,5202事業、P91,5572事業】 

 

◎公用車、ぐるっとタクシーに電気自動車（ＥＶ車）を配備  22,804千円 

公用車に環境にやさしいＥＶ車を配備するとともに、災害時にＥＶ車からの電気供給を

想定した外部給電器を購入する。また、ぐるっとタクシーにＥＶ車を２台追加配備し、Ｅ

Ｖ車４台体制とする。 

【総務課:P10,261事業、企画政策課：P13,216事業】 

 

 

 

２ 自然と調和した環境にやさしいまちづくり 

豊かな自然との共生 

環境にやさしい循環型社会の実現 
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☆商工業者向けＳＤＧｓ推進プロジェクト（再掲）  3,900千円 

信金中央金庫様の寄附金（SCBふるさと応援団採択事業）を活用し、事業者の脱炭素経営

に向けた取組やＤＸ化等を支援する。 

  【商工振興課:P61,2414事業】 

 

 

 

 

 

 

◎私立保育施設の充実  478,317千円 

令和４年度に整備された、地方裁量型認定こども園「はらぺこ」（定員 23人）、及び家

庭的保育所「はらぺこもりのぺこちゃん」（定員４人）が加わった私立保育園及び認定こ

ども園を支援することで、子育て支援の充実を図る。 

  【子育て支援課:P35,1311事業】 

 

◎子ども（高校生等まで）の医療費窓口無償化（再掲）  441,202千円 

  子ども（高校生等まで）の福祉医療給付事業による窓口での自己負担金の無償化を通年 

で実施することで、子育て支援の充実を図る。 

【健康推進課：P31,1201事業～1211事業】 

 

◎既存の子育て支援施設、保育園の大規模改修  94,050千円 

利用者の利便性向上、施設の長寿命化を図るため、富県子育て支援センター及び竜北保

育園の大規模改修を実施する。 

  【子育て支援課:P34,1373事業、P35,1332事業】 

 

☆保育園副食費の完全無償化（公立園及び私立園）（再掲）  62,703千円 

伊那市が進める子育て支援施策として副食費の一部補助を実施してきたが、副食費を全

額市が負担して完全無償化を実現し、子育て支援の充実を図る。 

  【子育て支援課:P35,1311事業、1341事業】 

 

○出産・子育て応援給付金事業（再掲）  54,393千円 

  すべての妊婦・子育て家庭がより安心して出産・子育てができるよう、国が創設した出 

産・子育て応援交付金を活用し、妊娠期から出産・子育て期まで切れ目のない伴走型相談

支援に併せ、妊娠・出産時における経済的支援を目的とした給付金を支給する。 

【健康推進課：P40,1664事業】 

 

◎出産祝金支給事業（再掲）  19,040千円 

現在、市内の一部地域で第１子から支給している出産祝金を、市内全ての地域で第１子

から支給する。 

  【子育て支援課:P32,1317事業】 

 

 

 

安心して子育てができるきめ細かな支援 

3 子育てを支え、だれもが健康で安心して暮らせるまちづくり 
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◎出産育児一時金の増額（再掲）  15,000千円 

国民健康保険の被保険者の出産に対して、産科医療補償制度加入の場合 50万円、その他

の場合は、48万８千円を支給する。 

  【健康推進課:P98,8175事業（国民健康保険特別会計）】 

 

☆結婚新生活応援事業（再掲）  13,500千円 

新婚に伴う新生活スタートに対し、夫婦ともに 39歳以下の世帯を対象に、住宅賃借料や

引越費用などを支援する。 

  【地域創造課:P15,238事業】 

 

☆保育園リズム室冷房設備設置工事  10,000千円 

冷房設備が未設置のリズム室に、株式会社ヤマウラ様からの寄附金を活用して、順次冷

房設備の設置を行う。 

  【子育て支援課:P35,1332事業】 

 

☆使用済み紙おむつの保育施設での処分（再掲）  9,615千円 

使用済み紙おむつの処分については、保護者支援等を目的に、公立園において令和４年

11月から運用を開始し、５年度から通年での実施となる。また、新たに私立園における処

分に対して支援を行う。 

  【子育て支援課:P35,1311事業、1341事業】 

 

○生活困窮者支援の継続（再掲）  7,660千円 

コロナ禍及び物価高騰に苦しむ生活困窮世帯等に対して、食料等を支援するとともに、

企業や地域と連携して子ども食堂等を運営する。 

【福祉相談課：P24,1022事業、子育て支援課：P32,1306事業、 

学校教育課：P76,5012事業】 

 

◎保育園ＩＣＴ化ネットワークの運用  5,267千円 

保育園ＩＣＴ化ネットワークを活用し、保護者の利便性の向上を図るとともに、保育士

業務の改善を図る。 

  【子育て支援課:P35,1341事業】 

 

☆家庭的育児支援事業  1,350千円 

生後３か月から２歳児を家庭で育児する世帯を対象に、育児支援サービスの利用料を支

援する。 

  【子育て支援課:P32,1306事業】 
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◎新産業技術を活用した地域課題の解決  109,971千円 

  全国のトップランナーとして、新産業技術を活用し、保健福祉分野における地域課題の

解決に取り組む。 

  ・モバイルクリニック事業（25,000千円） 

  ・ロボット技術を活用したウェルビーイングサービス実証事業（45,000千円） 

  ・支え合い買物サービスの対象区域拡大（39,971千円）（再掲） 

【企画政策課：P12,237事業】 

 

○新型コロナウイルスワクチンの接種体制の確保  83,278千円 

新型コロナウイルスの感染拡大防止及び重症化予防のため、国の動向を踏まえながら関

係機関との調整も含めてワクチンの接種体制を確保する 

             【ワクチン接種対策室:P38,1602事業】 

 

◎高齢者等暮らしいきいき応援券交付事業（再掲）  72,370千円 

これまで使途に応じて配布していた券を統合することにより、少ない種類の券でサービ

スを利用できることで利便性の向上を図る。 

・統合する券：高齢者等いきいき健康券、福祉タクシー等助成券など５種類 

  【社会福祉課:P29,1126事業】 

 

◎国民健康保険事業の安定的運営のための基金積立金（再掲）  48,173千円 

コロナ禍や物価高騰が市民生活を圧迫していることから、国保財政の安定的運営を図る

ため、一般会計から国民健康保険特別会計へ基金積立金を繰り出す。 

【健康推進課：P45,1751事業】 

 

◎障害者移動支援事業（再掲）  25,195千円 

屋外での移動が困難な障害者の外出支援を担う事業者に対して、支払い基準額を引き上

げて事業者を支援するとともに、利用者の自己負担割合の引き下げを行う。 

  【社会福祉課:P27,1168事業】 

 

☆市街地デジタルタクシーの本格運行（再掲）  23,530千円 

令和４年８月から試行運転を行っている「市街地デジタルタクシー」について、令和 

５年度から本格運行に移行し、市街地における移動困難者支援の充実を図る。 

  【企画政策課:P13,216事業】 

 

◎健康診査の充実（再掲）  9,499千円            

後期高齢者が伊那健康センターで集団健診を受診できるようにするとともに、内視鏡を

用いた胃がん検診の対象年齢を拡大する。 

  【健康推進課:P39,1624事業】 

 

 

 

健やかで思いやりのある地域共生社会の実現 
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☆生活保護システムの改修  3,968千円 

医療費扶助のオンライン資格認証導入、及び生活保護システムの標準化に伴うシステム

改修を行う。 

  【福祉相談課:P36,1401事業】 

 

☆生活困窮者支援等のための地域づくり事業  2,119千円 

生活困窮者支援等のため、居場所と支援プラットフォームを構築する。 

  【福祉相談課:P23,1023事業】 

 

 

 

 

 

 

◎東原工業団地整備事業（再掲）  447,784千円 

市内への企業誘致を進めるため、東原工業団地の隣接地を工業団地として整備（Ｂ、Ｄ

区画）する。 

・インフラ整備：66,900千円 【産業立地推進課：P62,2415事業】 

  ・用地購入、造成：380,884千円 

【産業立地推進課：P119,8401事業（公有財産管理活用事業特別会計）】 

 

☆産学官連携拠点施設「inadani sees」を核とした農林業振興(再掲) 107,147千円 

令和４年度に整備した「inadani sees」を活用し、農林の地域資源活用イノベーション

促進事業等を展開することで農林業の振興を図る。 

  【耕地林務課:P58,2302事業】 

 

◎新産業技術を活用した地域課題の解決  30,700千円 

  全国のトップランナーとして、新産業技術を活用した地域課題の解決に取り組む。 

  ・無人ＶＴＯＬ機による物資輸送プラットフォームの構築（17,000千円） 

・ドローンによる橋梁点検実証事業（13,700千円） 

【企画政策課：P12,237事業】 

 

◎フィンランド北カルヤラ県との交流  5,267千円 

伊那市の林業等の振興を図るため、覚書を締結しているフィンランド北カルヤラ県と相

互に訪問交流し、林業やバイオエコノミーの分野での協力関係を強化する。 

  【耕地林務課:P55,2301事業】 

 

☆信州そば No.１プロジェクトコミュニケーションデザイナー事業  4,800千円 

  地域おこし協力隊を配置し、そばに関わる事業者や団体と連携しながら、そばを通じた

地域産業の活性化を図る。 

【観光課：P63,2443事業】 

 

活力に満ちた産業の振興 

4 地域の個性と魅力が輝くにぎわいと活力のあるまちづくり 
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☆ばら制定都市会議 in伊那の開催  3,600千円 

  実行委員会組織により、「ばら制定都市会議 in伊那」を開催する。 

【観光課：P63,2431事業】 

 

☆有機農業の推進（有機農業推進対策補助金）（再掲）  2,000千円 

土壌診断、堆肥・緑肥の購入費用等の一部を補助することにより、化学肥料の使用量を

低減させ、費用の軽減や、有機農業への取組拡大を図る。 

  【農政課:P51,2141事業】 

 

☆伊那在来そば増殖・栽培研究委託（再掲）  1,500千円 

国の研究機関に保存されていた伊那在来そばの種子を信州大学農学部と連携して増殖す

るとともに、伊那固有のそば栽培を行い、伊那市産そばの振興を図る。 

  【農政課:P51,2146事業】 

 

 

 

○しごと２．０（働き方ダイバーシティ）創出事業  42,000千円 

  国のデジタル田園都市国家構想交付金事業を活用し、ワーケーションの推進、モバイル

オフィスの運用、半農テレワーカーの創造推進事業等を推進する。 

【地域創造課：P14,235事業、農政課：P52,2197事業】 

 

○商工関連施設の運営  23,997千円 

  商工関連施設（「ａｌｌｌａ」、「ママａｎｄ」、サテライトオフィス）の運営を通じて、

市内での起業、女性の雇用促進、及び若者の地元定着を図る。 

【商工振興課：P62,2417事業】 

 

☆ＩＴ事業者誘致支援事業  包括公募型補助金（15,300千円）の内数 

  産業のデジタル化に対応するため、「ＩＴ事業者誘致支援事業補助金」を創設し、ＩＴ

関連事業者の市内誘導を促進することで、ＩＴ人材の確保及び育成を図る。 

【商工振興課：P60,2401事業】 

 

 

 

 

☆戸台口観光拠点施設整備、山岳観光の充実（再掲）  204,759千円 

国のデジタル田園都市国家構想交付金事業を活用し、仙流荘周辺エリアを戸台口観光拠

点施設として整備（令和４年度３月補正予算、担当課：観光課）するとともに、馬の背ヒュ

ッテ等の山小屋の改修等を実施して山岳観光の振興を図る。 

・仙流荘前駐車場等整備事業：92,400千円【耕地林務課：P59,2324事業】 

・市道黒河内線道路改良工事：85,000千円【建設課：P68,3224事業】 

・南アルプス林道バス事務所移転事業：2,000千円 

【長谷農林建設課：P141,その他修繕費（自動車運送事業会計）】 

・南アルプス山小屋（馬の背ヒュッテ、塩見小屋）改修工事：25,359千円 

【観光課：P65,2441事業】 

生活の基盤となるしごとの創出 

おもてなしの心による賑わいの創出と魅力発信 



15 
 

◎高遠城址公園さくら祭りの充実  事業全体（91,954千円）の内数 

  コロナ禍の影響により規模を縮小してきた公園内のライトアップを通常規模で再開する

とともに、夜桜循環バスを運行し、高遠城址公園のさくら祭りの充実を図る。 

【観光課：P65,2437事業】 

 

☆観光型ＭａａＳ推進事業  43,267千円 

  地域活性化起業人や集落支援員を配置し、観光型ＭａａＳの推進を図る。 

【地域創造課：P14,235事業】 

 

☆南アルプス林道バスに中型バス車両の導入  24,795千円 

  40人乗りの中型バスを導入して、混雑時の利用者ニーズに応えるとともに、効率的運

行を図る。 

【長谷農林建設課：P144,車両運搬具（自動車運送事業会計）】 

 

☆地域ブランド推進事業  13,237千円 

  地域活性化起業人や集落支援員を配置し、地域ブランディングの推進を図る。 

【地域創造課：P14,235事業】 

 

☆千代田湖キャンプ場駐車場拡張工事  9,822千円 

  千代田湖キャンプ場の利便性の向上等を図るため、企業版ふるさと納税等を活用して、

千代田湖キャンプ場の駐車場の拡張等を実施する。 

【観光課：P63,2432事業】 

 

 

 

 

☆いな住まいる補助金の創設（再掲）  195,000千円 

  若年世代の移住定住を促進するため、市内での住宅建築等に対して、最大 150万円を補

助する。 

また、市内で宅地を分譲している事業者に対して、分譲する区画に応じて補助する。 

                         【地域創造課:P14,235事業】 

 

☆市主体の住宅用地開発・供給開始（再掲）  67,873千円 

土地利用の規制等により宅地開発が困難な地域等において、市が事業主体になって宅地

開発を進めることで、住宅用地の供給を令和５年度から開始する。 

【管理課：P119、8405事業（公有財産管理活用事業特別会計）】 

 

◎移住・定住に関する相談や支援の充実（再掲）  54,600千円 

対面による移住、定住相談はもとより、メタバースなどの技術を活用しながら、移住、

定住に関する相談・支援の充実を図り、人口の社会増を図る。 

                  【地域創造課：P14,235事業】 

 

 

 

交流と連携による地域の活性化 
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◎地方創生アルカディア事業の運用  7,503千円 

  集落支援員を配置して、シェアリングエコノミーサービス（こころむすび）の運用や発

信情報の充実などを図る。 

【地域創造課：P14,235事業】 

 

 

 

 

 

 

◎学校施設の営繕  100,624千円 

  学校施設の老朽化に伴い発生している不具合箇所の営繕を行う。 

【学校教育課：P77,5102事業、P80,5202事業】 

 

☆子ども相談室設置による体制強化及び支援等の充実（再掲）  34,996千円 

  令和５年４月から、教育委員会内に「子ども相談室」を設置し、相談支援体制の強化及

び支援等の充実を図る。 

【学校教育課：P76,5226事業】 

 

◎不登校児童生徒への支援（再掲）  10,336千円 

  令和４年度に整備した伊宝館などの中間教室を運営するとともに、学級内の課題等を把

握するため、Ｑ-Ｕ（楽しい学校生活を送るためのアンケート）検査の対象を小学校低学年

まで拡大する。 

【学校教育課：P80,5204事業、P77,5103事業】 

 

◎手良給食施設の整備  4,991千円 

  老朽化している手良小学校の給食室を、手良保育園との共同調理場として整備するため

の実施設計に着手する。 

【学校教育課：P91,5572事業】 

 

◎総合学力調査の対象拡大  2,191千円 

  学習の理解度を把握し、授業内容等に生かすため、総合学力調査の対象学年及び科目を

拡大する。 

【学校教育課：P79,5125事業、P82,5225事業】 

 

◎ネットトラブル相談事業  1,560千円 

  低年齢化が進むネットトラブルに対して、児童生徒への正しい知識の周知を図るために

講演会を開催するとともに、相談に応じる体制を構築する。 

【学校教育課：P77,5101事業、P79,5201事業】 

 

 

 

 

地域への愛着と誇りを育む教育 

5 歴史と文化を未来へつなぐ、心豊かな人を育むまちづくり 
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◎サンビレッジテニスコートの改修  18,733千円 

  コートの傷みが激しい、サンビレッジテニスコート（Ａ・Ｂコート）の人工芝の張替え

を実施する。 

【スポーツ課：P90,5532事業】 

 

○伊那市誌編さん事業（再掲）  16,808千円 

  伊那市の歴史的変遷を顧み、市民の郷土への関心等を高める「伊那市誌」の編さんを行

う。 

【市誌編さん室：P86,5406事業】 

 

◎集会施設整備事業補助  10,000千円 

  地区の集会施設の改修等に対する補助の補助率を引き上げるとともに、補助対象を拡大

し、集会施設の維持管理を支援する。 

【生涯学習課：P83,5401事業】 

 

◎古文書資料のデジタル化及び活用  9,944千円 

  企業版ふるさと納税等を活用し、古文書のデジタル化及び古文書を活用した事業を推進

する。 

【生涯学習課：P85,5483事業】 

 

◎国民スポーツ大会競技会場の改修  8,051千円 

  令和 10年（2028年）の国民スポーツ大会のソフトボール競技会場となる美すずスポー

ツ公園運動場の改修に向けて、県の支援を得ながら実施設計に着手する。 

【スポーツ課：P90,5533事業】 

 

◎総合型地域スポーツクラブ教室開催  6,760千円 

  企画立案等を担うマネージャーや講師の報償を増額するとともに、教室を通年開催す

る。 

【スポーツ課：P89,5507事業】 

 

◎国史跡「高遠城跡」保存事業  3,000千円 

  高遠城跡の適切な保存管理を行うため、史跡内の民有地を購入して公有地化を図る。 

【生涯学習課：P86,5474事業】 

 

◎学童クラブへのエアコン設置工事  1,929千円 

  エアコンが不足する学童クラブに、株式会社ヤマウラ様からの寄附金を活用して、エア

コンを設置する。（伊那東小、伊那西小、西春近北小、西春近南小の学童クラブ） 

【生涯学習課：P85,5456事業】 

 

 

生涯にわたる学びの支援とスポーツの振興 
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◎伊那市ゆかりの画家の作品購入  1,570千円 

  伊那市ゆかりの画家（中村不折、池上秀畝）の作品を購入し、作品の散逸を防ぐととも

に、美術館で展示等を行う。 

【生涯学習課：P87,5382事業】 

 

 

 

 

 

 

◎下水道使用料の据え置きに伴う出資金（再掲）  650,000千円 

コロナ禍や物価高騰が市民生活を圧迫していることから、一般会計から下水道事業会計

へ出資金を繰り出し、下水道使用料を据え置く。 

【水道業務課：P71,3351事業】 

 

☆若者・子育て向け住宅の整備推進（再掲）  243,000千円 

若宮団地内での「若者・子育て向け住宅」の整備を進め、若者等の居住に供する。 

【管理課：P73,3411事業】 

 

◎伊那バイパス、伊駒アルプスロード、環状北線等の整備促進(再掲) 120,549千円 

市内で整備が進む幹線道路について、整備促進を支援するとともに、関連事業等を実施

する。 

       【建設課:P68,3226事業、伊駒アルプスロード推進課:P69,3279事業】 

 

☆処理場の効率化・長寿命化工事  119,900千円 

ストックマネジメント計画に基づき、特定環境保全公共下水道の小出島及び殿島処理場

の除塵機の更新を行い、処理場の効率的な運用と長寿命化を図る。 

【水道整備課：P139,処理場施設整備費(特環)（下水道事業会計）】 

 

☆都市公園再整備事業  52,955千円 

伊那公園のトイレを移転改築するとともに、遊具の改修工事を実施する。また、鳩吹公

園の再整備に向けた測量を実施する。 

【都市整備課：P71,3331事業】 

 

☆伊那市駅前トイレの改築工事  49,980千円 

公衆衛生の確保を図るとともに、老朽化した伊那市駅前トイレを改築することで、観光

客をはじめとする来訪者のイメージ向上を図る。 

  【生活環境課:P42,1705事業】 

 

☆次期ストックマネジメント計画の策定  16,869千円 

今後の下水道施設の整備に関する次期「ストックマネジメント計画」を策定するため、

詳細調査を実施する。 

【水道整備課：P135,総係費（下水道事業会計）】 

快適な暮らしを創る都市環境の形成 

6 生活基盤の充実した安全で快適に暮らせるまちづくり 
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☆大萱高区配水池整備事業  8,760千円 

第８次整備事業により、持続可能な水運用を図るため、経年化した大萱高区配水池を更

新するための基本設計を行う。 

【水道整備課：P131,構築物（水道事業会計）】 

 

☆農業集落排水処理場の統合  7,777千円 

効率的な排水処理を行うため、農業集落排水美篶東部処理区の関連特定環境保全公共下

水道美篶処理区への統合に必要となる管路の詳細設計を行う。 

【水道整備課：P138,管渠施設整備費(特環)（下水道事業会計）】 

 

☆地域公共交通計画の策定  7,000千円 

地域の実情を踏まえ、持続可能な公共交通を構築するため、国の支援を受けながら、

「地域公共交通計画」を策定する。 

【企画政策課：P13,216事業】 

 

◎経塚水系拡充工事  4,500千円 

水道水を安定的に配水するため、経塚水系の拡充工事を実施し、荒井西町配水池を経由

しない水系を確保する。 

【水道整備課：P130,構築物（水道事業会計）】 

 

◎再開発ビル駐車場のスリップ防止工事  3,960千円 

再開発ビル駐車場の路面の雨水等吹込みによる凍結時の事故防止のため、必要な個所に

スリップ防止工事を実施する。 

【都市整備課：P118（市営駐車場事業特別会計）】 

 

☆伊那市まちづくり推進事業（再掲）  1,251千円 

高校再編やまちなか活性化など、情勢の変化や課題等を踏まえながら、伊那市の特性を

生かしたまちづくりを推進するため、基礎調査等を実施する。 

【都市整備課：P70,3304事業】 

 

 

 

 

◎防災行政無線（同報系）親局等更新工事（再掲）  168,900千円 

令和４年度からの継続事業として、市民に情報を伝える重要な設備である防災行政無線

（同報系）の親局等を更新する。 

       【危機管理課:P75,3752事業】 

 

◎交通安全工事（通学路緊急対策事業）の推進（再掲）  108,800千円 

通学路緊急対策事業をはじめとする交通安全工事について、国の補助金を活用して事業

を推進する。 

  【建設課:P69,3271事業】 

 

地域の安全・安心の確保 
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◎伊那市気象観測システム・山岳気象システムの維持管理  3,275千円 

令和４年度に設置した山岳気象システムを含め、防災や災害時に使用する気象データ等

を得るため、市内 19か所の雨量計等の維持管理を行う。 

       【危機管理課:P8,134事業】 

 

◎新基準活動服への切り替え  2,376千円 

国の消防団救助能力向上資機材緊急整備事業を活用し、消防団員の活動服を高視認性の

新基準活動服に計画的に切り替える。 

       【危機管理課:P74,3711事業】 

 



R５年度当初(第34弾、R５第１弾)+R４年度３月補正(第33弾、Ｒ４第８弾)

国県支出金 その他 一般財源

1 83,278 83,278

2 1,660 1,660

3 4,841 4,841

4 16,000 16,000

105,779 83,278 16,000 6,501

国県支出金 その他 一般財源

5 22,950 11,475 11,475

22,950 11,475 0 11,475

※上記のNo.は、次ページ以降のNo.に対応しています。

（単位：千円）

合計

№ 事業名 事業費

財源

主管課

令和４年度第７回補正予算（３月補正）案に計上する事業（コロナ対策第33弾、R４第８弾）

小中学校における感染症対策 学校教育課

新型コロナウイルスワクチン接種事業
ワクチン接種
対策室

３　新型コロナウイルス感染症対策事業

　　　　　※電力・ガス・食料品等価格高騰支援事業を含みますが、対象となる事業の範囲が広くなるため、
　　　　　　 新型コロナウイルス感染症対策として計上した事業のみを掲載します。

№ 事業名 事業費

財源

主管課

（単位：千円）

　予算規模（R5年度当初+R4年度3月補正） １２８，７２９千円

令和５年度当初予算（案）に計上する事業（コロナ対策第34弾、R５第１弾）

　ウィズコロナの段階になりつつありますが、必要な支援を行うととも
に、ワクチン接種や感染症対策に取り組みます。

生活困窮者への食糧支援
福祉相談課
学校教育課

合計

学校給食食材費補助事業

農業収入保険の保険料補助 農政課

学校教育課
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№ 1

（事業概要）

83,278 千円 国10/10 主管
ワクチン接種

対策室

№ 2

（事業概要）

1,660 千円 市単独事業 主管
福祉相談課
学校教育課

№ 3

（事業概要）

4,841 千円 市単独事業 主管 農政課

令和５年度当初予算

令和５年度当初予算

令和５年度当初予算

歳出予算額 区分

農業収入保険の保険料を補助します

　自然災害による収量減少や、コロナ禍で農業販売額が激減する農業者の経営維持を支援す
るため、収入の減少を補てんする「農業収入保険」の保険料を補助します。

　補助対象　　市内に住所を有する農業収入保険に加入する農家
　補助概要　　新規加入者：補助率50％、15件を想定
　　　　　　　　　継続加入者：補助率30％、82件を想定

歳出予算額 区分

（国）新型コロナウイルスワクチン接種の円滑な実施に取り組みます

　新型コロナウイルスの感染拡大防止及び重症化予防のため、国の動向を踏まえながら関係機
関との調整も含めてワクチンの接種体制を確保するとともに、円滑な実施に取り組みます。

歳出予算額 区分

生活困窮世帯に対して食料支援等を行います

　コロナ禍や物価高騰等の影響を受けている生活困窮者に対して、福祉部門と教育部門が連
携して食料等を支援します。

　事業概要　　生活状況が厳しい世帯へ保存食などの食料等を配布します。
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№ 4

（事業概要）

16,000 千円 市単独事業 主管 学校教育課

№ 5

（事業概要）

22,950 千円 国１/２ 主管 学校教育課歳出予算額 区分

令和５年度当初予算

令和４年度補正予算

物価高騰の影響を受ける学校給食を維持するため支援します

　物価高騰の社会情勢を踏まえ、学校給食の質と量を維持するため、学校給食会計に対して、
食材、原材料の値上がり分を補助します。

　補助概要　　小中学校の学校給食会計に対する補助

歳出予算額 区分

小中学校で感染症対策用の消耗品・備品を購入します

　国の補助金を活用し、小中学校に、新型コロナウイルス感染症対策に資する消耗品や備品を
購入します。

　　各学校、児童生徒の数に応じて900千円～1800千円
　　　 消耗品：手指消毒液、消毒用手袋、ハンドソープ、アルコール除菌スプレー　など
　　　 備　 品：CO2濃度測定器、サーキュレーター、フィルター付空気清浄機　など
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（単位：千円）

№ 印 事業名・事業概要 担当課 予算額

1 ☆

畜産クラスター事業補助金
　畜産農家が導入する飼料調整保管庫、給餌設備に対して補助
する。
【2163事業】

農政課 25,781

2 ☆

戸台口観光拠点整備事業
　仙流荘を山岳観光拠点として整備し、休暇型ワーケーション
の推進などにより山岳観光の推進及び交流人口の増加を図る。
【2432事業】

観光課 165,901

3 ◎

県施工事業負担金
　長野県が施工する急傾斜地崩壊対策事業等の費用の一部を負
担する。
【3226事業】

建設課 18,200

4 ◎
通学路緊急対策事業
　更なる通学路の安全を確保するため、必要な対策を進める。
【3271事業】

建設課 2,000

5 ◎

橋梁長寿命化事業
　荒井・横山橋の補修設計・工事を行うほか、１橋の補修工
事、２橋の補修設計を行う。
【3261事業】

建設課 30,100

6 ◎

公園施設長寿命化対策事業
　殿島城址公園及び鳩吹公園の遊具、三峰川榛原河川公園の四
阿等を更新する。
【3331事業】

都市
整備課

32,000

7 ◎

伊駒アルプスロード関連道路等整備事業
　伊駒アルプスロードと国道１５３号の現道を接続する市道
「下牧伊駒線」の整備に向け設計等を実施する。
【3279事業】

伊駒アルプス
ロード推進課 18,354

8 ◎

感染流行下における学校教育活動体制整備事業
　小中学校における効果的な換気対策を実施するとともに、コ
ロナウイルス感染発生時の教室の消毒などを行う。
【5012事業】

学校
教育課

22,950

9 ◎
中学校下水道関連整備事業
　高遠中学校のトイレを改修する。
【5284事業】

学校
教育課

25,916

合　　計 341,202

　別紙１「国の令和４年度補正予算を活用し

（令和４年度から令和５年度への繰越事業）
　　　　　　　　　　　令和５年度に実施する事業一覧表」
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別紙２　　　「令和５年度　ふるさと応援基金充当事業一覧表」
１　子育て

（単位：千円）

番号 事業内容 事業費 特定財源 一般財源
ふるさと応援
基金充当額

1 市内全域同一基準による出産祝金 19,040 0 0 19,040

2 保育園使用済み紙おむつ処分事業 10,943 0 246 10,697

3 乳児おむつ用品等補助券 9,600 0 0 9,600

39,583 0 246 39,337

２　教育
（単位：千円）

4 小学校施設営繕工事及び設計監理 60,463 0 0 60,463

5 中学校施設営繕工事及び設計監理 40,161 0 0 40,161

6 長野県伊那文化会館共催事業 12,000 0 0 12,000

7 井月さんまつり・井月忌の集い開催への補助 他 2,700 0 0 2,700

8 春の高校伊那駅伝　全国放送 3,300 0 0 3,300

9 サンビレッジテニスコート人工芝張替え（半面） 18,733 0 733 18,000

10 美すずスポーツ公園運動場改修（設計） 8,051 4,000 51 4,000

11 「暮らしのなかの食」の推進 2,053 0 0 2,053

12 給食施設備品の整備 4,284 0 0 4,284

13 手良小学校給食施設実施設計 4,500 0 0 4,500

156,245 4,000 784 151,461

３　医療・福祉
（単位：千円）

14 敬老事業 7,312 0 312 7,000

7,312 0 312 7,000

４　低炭素社会の実現
（単位：千円）

15 ＥＶ車両及び外部給電機　２組導入 10,444 1,730 4 8,710

16 防犯灯のＬＥＤ化 10,000 0 0 10,000

17 地域脱炭素移行・再エネ推進事業 214,950 140,800 0 74,150

18 西箕輪小学校へのペレットストーブ設置 12,309 8,206 0 4,103

19 西箕輪中学校へのペレットストーブ設置 11,363 7,575 0 3,788

20 春富中学校へのペレットボイラー設置工事及び監理 37,200 24,000 0 13,200

21 伊那東小学校へのペレットボイラー設置（設計） 1,500 0 0 1,500

297,766 182,311 4 115,451
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５　その他
（単位：千円）

番号 事業内容 事業費 特定財源 一般財源
ふるさと応援
基金充当額

22 田舎暮らしモデル地域住宅等新築・空き家取得等補助 7,500 0 0 7,500

23 移住・定住に向けた戦略的住宅・立地誘導補助 195,000 0 0 195,000

24 伊那市駅前公衆トイレ建設工事及び監理 49,980 0 0 49,980

25 工場等設置事業等補助金 102,268 0 0 102,268

26 温泉施設の管理 50,000 15,300 0 34,700

27 集会施設整備事業補助 10,000 0 0 10,000

28 ニシザワいなっせホール舞台幕交換 4,774 0 0 4,774

419,522 15,300 0 404,222

合計 920,428 201,611 1,346 717,471
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別紙３ 

「令和５年度 デジタル田園都市国家構想交付金活用事業一覧表」 

（単位：千円） 

事業名 事業概要 事業費 

 
事業 
期間 
(年度) 

特定 

財源 

一般財源 

(含地方交付税) 

しごと 2.0（働き

方ダーバーシテ

ィ）創出事業 

【ソフト事業】 

移住希望者等の半農や複業への取組を

推進する。移住希望者等が地域産業の

担い手として発展的に立場を変化させ

ながら、地域コミュニティを強化する

立場として活躍できる地域を目指す。 

42,000 21,000 21,000 R3～R5 

農と林の地域資

源を活用するイ

ノベーション促

進事業 

【ソフト事業】 

地域内外の人を集め斬新なアイデアを

創出し伊那市に関りを持つ人を増やす

場づくりを行い、新たな生業を創る起

業をサポートする体制を構築する。 

「みどりの食料システム戦略」に示さ

れる持続可能な農業の推進と、観光分

野と連携による耕作放棄地の有効利用

に関する実証事業を実施する。 

98,000 49,000 49,000 R4～R6 

INA スーパーエ

コポリス構築プ

ロジェクト 

（Society5.0） 

【ソフト事業】 

テクノロジー偏重の都市型スマートシ

ティにはない、広大な山岳森林や河川

等の自然環境と、人の手による住民コ

ミュニティの活用をテクノロジーで実

現する伊那市版スマートシティ「スー

パーエコポリス」を実現する。 

197,000 98,500 98,500 R3～R7 

合 計  337,000 168,500 168,500  

※上記一般財源のうち、直接伊那市が支出する一般財源(事業費合計の５％) 16,850  

 

デジタル田園都市国家構想交付金事業の財源イメージ（ソフト事業）

デジタル田園都市国家構想交付金事業は、
国の施策により、事業費の９５％が国から
の交付金・交付税で賄われるため、伊那市
の持ち出しは５％分だけとなり、伊那市に
とって、とても有利な事業です。 デジタル田園

都市国家構想

交付金

50%
（特別交付税）

20%

地方交付税

（普通交付税）

25%

一般財源

5%

デジタル田園都市国家構想交付金とは？

伊那市が行う地方創生事業に対して、国か

ら直接交付されるお金です。事業費の１/２

が交付されます。

※この財源イメージは理論値によるものなので、実際の措置額は上記と異なる場合があります。



28 

 

別紙４     「令和５年度 新規地域おこし協力隊事業一覧表」 

 

 地域おこし協力隊制度とは、地方自治体が都市部などからの移住者を対象に隊員を募集し、様々な 

地域協力業務に従事してもらいながら、その地域への定住・定着を目指す制度です。 

 令和５年度、伊那市では以下の業務において新たな「地域おこし協力隊」を募集し、そのために必

要な予算を計上しています。 

 

No. 事業名 主な業務内容（全て新規事業） 人数 

担当課名 

該当ページﾞ 

事業コードﾞ 

１ 
新山地域応援サ

ポーター 

・田舎暮らしモデル地域の支援や移住・定住の支援 

・地元や保育園、小学校等との連携による地域活性化に向けた

活動 

・田舎暮らしモデルハウスの活用や管理    など 

１ 

地域創造課 

P14 

235 事業 

２ 
つながり人口ク

リエイター 

・ふるさとワーキングホリデーの推進及び効果検証 

・若者による地域の魅力創造活動に支援 

・若者と地域との接点づくりによる地域への愛着醸成支援 

・若者と地元企業を繋ぐ機会の創出や魅力発信 

・地域や企業等と連携した関係人口づくりの推進    など 

１ 

地域創造課 

P14 

235 事業 

３ 
伊那から減らそ

うＣＯ２‼促進 

・中小企業を中心に事業者の脱炭素の取り組み促進 

・市民に向けた脱炭素の取り組み促進 

・二酸化炭素排出削減に向けた各種情報発信     

・シェアリングエコノミー「こころむすび」を活用したエコ活

動の推進    など 

１ 

生活環境課 

P42 

1710 事業 

４ 

信州そば№1 プ

ロジェクトコミ

ュニケーション

デザイナー 

・「信州そば№1 プロジェクト」の取り組みを踏まえた、伊那

のそばに関わる地域の事業者や団体の連携を深め、プロジェ

クトを推進する 

・伊那のそばを活用した起業に向けての活動    など 

１ 

観光課 

P63 

2443 事業 

５ 
古文書のデジタ

ル化及び活用 

・市内に保存されている古文書等の歴史資料の整理収集や、デ

ジタル化、解読 

・整理済みの古文書の公開・閲覧の対応 

・デジタル化した資料を活用したイベント、講座等の企画実施 

・伊那市の歴史や文化の魅力発信    など 

１ 

生涯学習課 

P85 

5483 事業 
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別紙５      「令和５年度 新規集落支援員事業一覧表」 

 

 集落支援員隊制度とは、住民と行政との協働による、地域の実情や時代に対応した集落の維持及び

活性化策を推進するため、集落支援員を配置し地域課題の解決を目指す制度です。 

 令和５年度、伊那市では以下の業務において新たに「集落支援員」を配置し、そのために必要な予

算を計上しています。 

 

No. 事業名 主な業務内容（全て新規事業） 人数 

担当課名 

該当ページﾞ 

事業コードﾞ 

1 
地域ブランド推

進 

・市内の観光や文化などの魅力あるコンテンツの集約及  

 び関係機関との連携 

・地域ブランドのコンセプト形成、推進、庁内連携 

・地方と都市を繋ぐ人材発掘、連携 

・郷土愛や地域住民の一体感の醸成に関連したセミナー   

 等の開催やイベント等への参加 

・ホームページや情報発信サイト、SNS 等を活用した地

域の魅力発信    など 

１ 

地域創造課 

P14 

235 事業 

２ 観光 MaaS 推進 

・観光型 MaaS のサービス構築 

・観光関係者との連携（交通、商店、旅館など）による

魅力創出 

・観光関係者と市民との連携 

・地元企業との連携による求人等の情報収集 

・ホームページや情報発信サイト、SNS 等を活用した地

域の魅力発信    など 

１ 

地域創造課 

P14 

235 事業 

３ こころむすび 

・シェアリングエコノミー「こころむすび」の活用、 

普及促進 

・地域住民及び関係団体、企業との連携 

・情報発信及び活用体験機会等の創出 

・「こころむすび」における現状把握及びサービス改善 

・データ利活用の検討及びシェアリングエコノミー意識

の醸成 

１ 

地域創造課 

P14 

235 事業 

 



（単位：千円）

№
事業
コード

事業名
リース
期間

５年度
予算

期間
総額

担当課

1 351 ＬＧＷＡＮサーバ（更新）リース ５年 3,590 17,950 情報統計課

2 5531
サンビレッジテニスコート・体育館
ＬＥＤ化リース

10年 796 13,644 スポーツ課

3 501
住基ネット統合端末パソコンシステム
リース

２年 728 1,455 市民課

4 3211 定置式凍結防止剤散布機リース ５年 2,855 14,273 建設課

合　　計 7,969 47,322

　別紙６　「令和５年度から開始するリース事業一覧表」

５年度予算50万円以上、又は期間総額300万円以上の事業
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